
【高知県宿毛市】令和５年度新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金　事業実施内容及び効果検証

（円） （円）

交付金
充当予定額

交付金
充当額

1 価格高騰緊急支援給付金【低所得者世帯給付金】

①コロナ禍における電力・ガス・食料品等の価格高騰による
負担増を踏まえ、特に家計への影響が大きい低所得世帯
（住民税非課税世帯等）に対し給付金を支給し、負担の軽
減を図る。
②給付金費
③給付金総額　101,700千円
　R5年度分住民税非課税世帯（課税者の被扶養者のみで
構成される世帯を除く）　3,382世帯×3万円
　家計急変世帯　8世帯×3万円
④令和5年度住民税費非課税世帯のうち、課税者の被扶養
者のみでない世帯
　令和5年度住民税課税世帯のうち、家計が急変し住民税
非課税世帯相当となった世帯

101,700,000 101,700,000 R5.6 R5.11 3,390世帯への給付金給付 101,640,000 101,640,000 R5.5 R6.3

新型コロナウイルス禍において、エネルギー・食料品等の
物価高騰の影響により特に負担が増大している低所得世
帯に対する生活支援のため、１世帯当たり３万円の給付金
を支給した。

給付金の支給により、物価高騰の影響を受け、特に負担が
増大している低所得世帯の方々への生活支援につながっ
た。

福祉事務所

2 価格高騰緊急支援給付金（事務費）

①コロナ禍における電力・ガス・食料品等の価格高騰による
負担増を踏まえ、特に家計への影響が大きい低所得世帯
（住民税非課税世帯等）に対し給付金を支給し、負担の軽
減を図るにあたって必要な事務経費。
②給付金の給付に係る事務経費
③事務費　2,988千円
　時間外勤務手当　307千円、需用費　144千円、役務費　
1,547千円、システム改修委託料　990千円
④令和5年度住民税非課税世帯のうち、課税者の被扶養者
のみでない世帯
　令和5年度住民税課税世帯のうち、家計が急変し住民税
非課税世帯相当となった世帯及び基準日における生活保
護受給世帯

2,988,000 2,988,000 R5.6 R5.11 3,390世帯への給付金給付 2,171,321 2,171,321 R5.5 R6.3

新型コロナウイルス禍において、エネルギー・食料品等の
物価高騰の影響により特に負担が増大している低所得世
帯に対する生活支援のため、１世帯当たり３万円の給付金
を支給した。

給付金の支給により、物価高騰の影響を受け、特に負担が
増大している低所得世帯の方々への生活支援につながっ
た。

福祉事務所

3 価格高騰緊急支援給付金【生活保護受給世帯給付金】

①コロナ禍における電力・ガス・食料品等の価格高騰による
負担増を踏まえ、特に家計への影響が大きい低所得世帯
（住民税非課税世帯等）に対し給付金を支給し、負担の軽
減を図る。
②給付金費
③給付金総額　90千円
③生活保護受給世帯　3世帯×3万円
④令和5年度住民税課税世帯のうち、基準日における生活
保護受給世帯

90,000 90,000 R5.6 R5.11 3世帯への給付金給付 90,000 78,000 R5.5 R6.3

新型コロナウイルス禍において、エネルギー・食料品等の
物価高騰の影響により特に負担が増大している低所得世
帯に対する生活支援のため、１世帯当たり３万円の給付金
を支給した。

給付金の支給により、物価高騰の影響を受け、特に負担が
増大している低所得世帯の方々への生活支援につながっ
た。

福祉事務所

7,16 自治会防犯灯LED化補助金

①コロナ禍における電気料金の高騰により負担が増大して
いる防犯灯の設置者が、防犯灯をＬＥＤに交換し、省エネル
ギー化を図ろうとする際の経費の一部を補助することで、設
置者を支援する。
②補助金
③20,000円（補助率50%、上限20,000円）×100灯
④防犯灯を設置する自治会

2,000,000 2,000,000 R5.7 R6.3 自治会が管理する防犯灯100灯のLED化を支援する 1,065,350 923,000 R5.7 R6.3

既存の防犯灯をＬＥＤ防犯灯に交換する自治会に対して、
当該事業に要した経費の一部に対して支援。
【補助内容】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
防犯灯交換工事の施工に要した経費に２分の１を乗じて得
た額。※上限２万円／１台　　　

経費の一部を補助することにより、経済的支援ができた。16
地区82灯の既存防犯灯をLED防犯灯に交換することができ
た。また、成果目標として自治会が管理する防犯灯100灯の
LED化には届かなかったが、達成率は８２％となった。

総務課

8 配食サービス事業所電力等価格高騰重点支援給付金

①コロナ禍において原油価格及び物価の高騰により電気、
ガス、燃料費等の負担が増大する中、利用者への負担を増
やすことなく福祉サービスの安定的な提供を行っている配
食事業者を支援するため、事業規模に応じて給付金を給付
する。
②影響見込額を給付金として給付
③土日祝日対応事業者　90千円
③平日対応事業者　330千円
③沖の島対応事業者　5千円
④宿毛市配食サービス事業受託事業者

425,000 425,000 R5.7 R5.9 支援対象配食サービス提供事業者3者の事業継続 425,000 368,000 R5.7 R5.9
【経費の内訳】
補助金425,000円（3事業者）

原油価格や物価高騰により負担が増大した燃料費等へ対
応し、３事業者の事業継続ができた。　

長寿政策課

9 介護保険事業所電力等価格高騰重点支援給付金

①コロナ禍において原油価格及び物価の高騰により電気、
ガス、燃料費等の負担が増大する中、利用者負担を増やす
ことなく安定したサービスを提供できるよう、宿毛市の指定
許可を得た介護保険サービス提供事業所等に対し給付金
を給付する。
②物価上昇分相当金額を試算し給付金として給付
③地域密着型サービス事業所　150千円×7法人＝1,050千
円
③居宅介護支援事業所　100千円×5法人＝500千円
③特別養護老人ホーム　350千円×1法人＝350千円
③通所介護サービス事業所　100千円×1法人＝100千円
③訪問入浴介護サービス事業所　100千円×1法人＝100
千円
④市内介護保険事業者

2,100,000 2,100,000 R5.7 R5.9 支援対象介護保険事業所15件の事業継続 2,100,000 1,817,000 R5.7 R5.9
【経費の内訳】
補助金2,100,000円（9法人15事業所）

原油価格や物価高騰により負担が増大した燃料費等へ対
応し、１５事業所の事業継続ができた。　

長寿政策課

10 学生応援すくもふるさと便事業

①コロナ禍における物価高騰に直面する市外在住の本市
出身高校・大学生等に対し、本市産米や特産品等を給付す
ることで、子育て世帯の負担軽減を図るとともに、学生自身
の日々の生活を応援することで、郷土への愛着を思い起こ
すきっかけ作りに寄与する。
②委託料（給付品調達費を含む）　4,710千円
③1件6,500円×630人×115%（委託料15%）＝4,709,250円
④市外に居住する高校・大学生等

4,710,000 4,710,000 R5.8 R5.12
令和3年度実施の「学生応援すくもふるさと便事業（第1弾）」
における申請者（210人）を超える人数に対し、特産品等を
送る。

1,537,104 1,330,000 R5.8 R5.12

委託料（給付品調達費を含む）：1,538千円
内訳：商品調達委託料1件6,235円×216人＝1,347千円、送
料191千円
対象：市外に居住する高校・大学生等

市外に居住する高校・大学生等、成果目標である210人に
対し、216人の申し込みがあった。
申込者へのアンケートでは、送られた商品、特に米の支援
に対する評価が高く、また宿毛市の魅力についても書かれ
ており、支援と郷土への愛着という点で一定の成果はあっ
た。

産業振興課

11 保育所等電力等価格高騰重点支援給付金

①コロナ禍において、原油価格及び物価高騰により電気・ガ
ス燃料等にかかる費用の負担が増大している保育所等を
運営する事業者を支援する。
②電気、燃料等の価格高騰分に対する給付金
③1施設×180千円＝180千円
③1施設×210千円＝210千円
③1車両×15千円×2台＝30千円
④市内の特定教育・保育施設等を運営する事業者

420,000 420,000 R5.7 R5.8 支援対象施設2園の運営継続 420,000 363,000 R5.7 R5.8

基準日時点において、本市内に所在する特定教育・保育施
設等を運営している事業者に対して、利用定員や送迎車両
の保有（使用）台数に応じて給付金を給付。

＜給付実績＞
利用定員101～120人　1施設　180千円
利用定員120～140人　1施設　210千円
送迎車両　1施設　2台　30千円

対象施設２園とも事業を継続でき、市内において待機児童
を出すことなく、保育サービスの提供が維持できた。

福祉事務所

実 施 計 画 実 実 績 績

実施
計画
No.
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12 幡多広域観光協議会運営事業費負担金

①新型コロナウイルス感染症及び物価高騰等により、観光
業や飲食業を中心として、直接的・間接的に取引のある多
様な事業者が影響を受けている。
地域経済を支える観光業等の本格的な復興に向け、国内
向け及びインバウンド向けモニターツアーやセールス活動
等を実施し、幡多地域の認知度向上やツアー商品としての
ブランディングを行う。また、強みである、「観光×SDGs」プ
ログラムを活用し、インバウンド対応の販路基盤整備・プロ
モーション等を合わせて行うことで、国内外からの誘客増に
つなげ、「地域の観光消費の拡大」を促進し、市内事業者の
支援につなげることを目的とする。
②負担金(幡多６市町村が負担割に応じて負担)
③総事業費10,000千円のうち、宿毛市負担金　2,222千円
④一般社団法人幡多広域観光協議会

2,222,000 2,222,000 R5.11 R6.3
・インバウンド商品造成（3本）
・国内旅行商品造成（10本） 2,222,000 1,923,000 R5.11 R6.3

一般社団法人幡多広域観光協議会へ負担金を支出
（2,222,000円）

一般社団法人幡多広域観光協議会による下記事業の実
施。
・インバウンド商品造成（3本）
・国内旅行商品造成（9本）＋2本調整中
・インバウンド受け入れ環境調査（アンケート326人）
・国内外AGTモニターツアー（国内9社、タイ2社）
・多言語パンフレットの作成（タイ語、繁体字、英語）
・海外観光情報サイトへの情報掲載（2社）
・国内外AGT個別訪問セールス（国内15社、台湾10社）

商工観光課

13 水道基本料金等無償化事業

①新型コロナウイルスの感染状況等に起因する物価高騰
の影響を受けた生活者や事業者（官公庁を除く）の支援を
行う。
②水道料金の基本料金及び量水器使用料の減免（令和5
年9月請求分から令和6年3月請求分）を行うため、減免相
当額とシステム改修にかかる経費を水道事業会計へ補填
するもの。
③水道料金減免相当額　11,588,456円×7月＝81,119,192
円、システム改修費用　495,000円
④官公庁を除く水道使用者

81,614,000 81,614,000 R5.8 R6.3
水道使用者　10,414件に対し、7月分の基本料金及び量水
器使用料の減免を行う。

81,297,219 70,342,000 R5.8 R6.3

水道使用者（官公庁を除く）に対し、水道料金の基本料金及
び量水器使用料を差引いた料金で請求を行うため、水道料
金等の減免相当額とシステム改修に係る金額を一般会計
から水道事業会計に対し繰出しを行った。

減免対象期間　：　令和5年9月請求分～令和6年3月請求分
（7か月分）
減免相当額　：　80,913千円
システム改修に係る金額　：　385千円

減免対象者からは、多くの感謝のお声をいただき、物価高
騰の影響を受けた生活者や事業者の負担軽減につながっ
た。

水道課

14 学校給食費負担金軽減事業

①コロナ禍及び国際情勢の急変による原材料費高騰に伴う
給食費値上げを抑制し、子育て世帯を側面的に支援する。
②食材購入費（材料費）への充当
③個別食材料の対前年度比（値上がり率）から、１年を通し
て必要となる費用を計上
1,480人×197食/年×56円（一食当たり高騰分）＝
16,327,360円≒16,328千円
④小中学校における児童・生徒

16,328,000 16,328,000 R5.4 R6.3

市内全小学校７校―950人
市内全中学校５校―500人
離島小中学校２校―25人
離島保育園１園―５名
1,480人全員分に対応する食材購入費を補助し、子育て世
帯への負担軽減を図る。
コロナ禍での地場産業の活性化に資するため、積極的な地
場産品の購入に努める。

14,729,883 12,745,000 R5.4 R6.3
原材料費高騰に伴う不足額（一食あたり小学生63円、中学
生70円）について公費により補填した。（225,161食分、
14,729,883円）

市内小中学生に対応する食材購入費を補助し、子育て世
帯への負担軽減を図ることができた。
また、コロナ禍での地場産業の活性化に資するため、積極
的な地場産品の購入に努めた。（宿毛市内産地産地消率令
和4年度11月50.0％→令和5年度11月55.5％）

学校給食センター

15 妊娠出産子育て支援交付金

①核家族化が進み地域のつながりも希薄となる中で、孤立
感や不安感を抱く妊娠・子育て家庭のすべての妊婦と子育
て家庭が安心して出産・子育てができるよう妊娠期から出
産子育てまで一貫して身近で相談に応じ必要な支援につな
ぐ伴走型の相談支援を充実するとともに、コロナ禍における
物価高騰等に対する子育て世帯への経済的支援を一体と
して実施する。
②負担金補助及び交付金（出産・子育て応援給付金）
③人件費：3,614千円、需用費：11千円、役務費：17千円、負
担金補助及び交付金：出産・子育て応援給付金　12,500千
円（出生見込み50人×50千円、妊娠届出見込み100人×50
千円、令和5年2月末までに妊娠届出をした妊婦50人×100
千円）
④令和4年4月1日以降に生まれた子の保護者及び令和4年
4月1日以降に妊娠の届出をした妊婦

16,142,000 2,995,000 R5.4 R6.3 対象者への給付率を100%にする。 12,590,761 1,955,000 R5.4 R6.3

・母子健康手帳交付時に面談及びアンケートを実施。子育
てガイドの手交。
・妊娠８か月頃にアンケート実施、必要に応じ面談や電話に
て相談対応を実施
・新生児訪問にて面談及びアンケートを実施。子育てガイド
の手交。
【給付内容】
妊婦１人につき５万円
出生した児１人につき５万円
【事業費】
人件費：　3,673,571円
需用費：　　　 5,262円
役務費：　　  11,928円
給付金：   8,900,000円

全数の妊産婦へ面談やアンケートを実施することにより、妊
娠期から切れ目なく、必要な情報提供や支援・相談につな
ぐことができた。
妊娠期及び産後の、経済的負担の増える時期に給付金を
支給することで、経済的支援ができた。
給付金の申請期限が近づいた対象者には、申請忘れとなら
ないよう個別に連絡し、成果目標としていた対象者への給
付率は100％となった。

健康推進課

230,739,000 217,592,000 220,288,638 195,655,321合計


